
見附市障害者生活サポート事業実施要綱 

平成１８年１２月１８日 

告示第１５６号 

（目的） 

第１条 この要綱は、日常生活に関する支援、家事に対する必要な支援等介護給

付に該当しない支援を行うことにより、障害児及び障害者の地域での自立した

生活の推進を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、「生活サポート事業」とは、次に掲げる事業をい

い、日常生活に関する支援を行わなければ本人の生活に支障をきたすおそれの

ある者、また居宅介護、移動支援等、その他のサービスに該当しない部分のサ

ービスを希望する者に対して、ホームヘルパー等を居宅等に派遣し、必要な支

援を行う事業をいう。 

（１） 生活支援 居宅における相談支援、見守り等 

（２） 家事援助 調理、掃除、買い物等 

（対象者） 

第３条 市内に住所を有し、障害者手帳を所持する者及び特別支援学級に在籍す

る児童等とする。但し、家事援助については障害支援区分が非該当の者を対象

とする。 

（ヘルパー等の派遣を行う者） 

第４条 ヘルパー等の派遣を行う者は社会福祉法人、医療法人等であつて、障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第

１２３号）に規定する指定事業者のうち、市長があらかじめ指定した者とす

る。 

（事業の実施方法） 

第５条 この事業は費用給付事業とし、第８条の規定による地域生活支援給付を

もつて行う。 

（利用の登録等） 

第６条 この事業の利用を希望する者（以下「申請者」という。）は、あらかじ



め生活サポート事業費支給申請書（別記様式第１号）を市長に提出しなければ

ならない。 

２ 市長は利用希望者の身体状況や世帯の状況、支援計画を勘案した上で、利用

時間等を決定し、生活サポート事業費支給決定通知書兼利用者証（別記様式第

２号）により通知するものとする。 

３ 申請者は決定通知書の内容の範囲内で、希望する事業者と個別に契約を結

び、生活サポートを受けるものとする。 

（決定内容の変更） 

第７条 決定内容の変更を希望する申請者は、生活サポート事業費支給変更申請

書（別記様式第３号）を市長に提出するものとする。 

２ 市長は利用量の変更が必要であると認めた時は、生活サポート事業費支給決

定通知書兼利用者証（別記様式第２号）により通知するものとする。 

（地域生活支援給付） 

第８条 市長は第６条の決定を受けた申請者（以下「利用者」という。）が当該

利用決定に基づくサービスを受けたときは、当該利用者に対しサービスに要し

た費用について、地域生活支援給付を支給する。 

２ 地域生活支援給付の額は、１月につき第１号に掲げる額から第２号に掲げる

額を控除して得た額とする。 

（１） 当該事業に係るサービスに要した費用の額 

（２） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令

（平成１８年政令第１０号）第１７条に規定する負担上限月額（当該額が、

前号に掲げる額の１００分の１０に相当する額を超えるときは、当該相当す

る額） 

３ 市長は当該利用者がサービスを提供した事業者等に支払うべき費用につい

て、地域生活支援給付として当該利用者に支給すべき額の限度において、当該

利用者に代わり、当該事業者等に支払うことができる。 

４ 前項の規定による支払いがあつたときは、利用者に対し、地域生活支援給付

があつたものとみなす。 

（事業者の指定等） 



第９条 この事業の指定を受けたい事業者は事前に見附市長に指定（登録）申請

をしなければならない。 

２ 指定（登録）申請に関する手続き等は別に定める。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行し、平成１８年１０月１日から適用する。 



 



 



 


